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原油価格・物価高騰等総合緊急対策について   

 

我が国の経済は、原油や穀物等の価格が高い水準で推移し、食料、肥料、肥

料原料、化石燃料や半導体原材料等の物資の安定供給が滞り、今後、コロナ禍

からの経済社会活動の回復の足取りが大きく阻害されかねない状況である。 

令和４年４月 

コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」を策定 

令和４年６月 

「経済財政運営と改革の基本方針２０２２」を策定 

  

 

 

本市は、原油価格・物価高騰に直面する中小企業者等に対して、県事業と一

体となって、事業を継続するために必要な経費や、緊急的な施設整備等の取り

組みを支援する。 

 

 当初予算  

   省エネ設備等導入支援事業  ２千万円 

   

  補正予算 

 ６月補正予算 

 ①中小企業緊急省エネ対策支援事業  ５千万円 

    ※「省エネ設備等導入支援事業」を増額補正  

   

②中小企業振興資金制度の拡充        １億５００万円 

中小企業者等の資金繰りを支援するため、新たな融資枠（原油・原 

材料高騰対策資金）を新設 

 

  原油価格・物価高騰等対策事業（融資枠の新設）  １億円 

           〃     信用保証料軽減事業  ５百万円 

 

〔融資枠〕 ５億円 

〔融資要件〕売上総利益が前年同月比５％以上減少等 

〔限度額〕 １，５００万円   

〔利率〕  １．４％ 

〔保証料〕 市全額負担  

国 


